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採択事業者向け 

 

 

令和８年度 第１回 

新上五島町雇用機会拡充事業補助金 

 

事務取扱要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１０月 

新上五島町 
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はじめに 

 

この「事務取扱要領」は、「令和８年度新上五島町雇用機会拡充事業」の採択

事業者が、補助対象事業を行うにあたり、遵守いただく事項について解説したも

のです。 

 

採択事業者におかれましては、適正な補助事業実施のため、本要領および公募

要領をご確認のうえ事業に臨んでいただきますようお願いいたします。 

 

ご不明な点については新上五島町役場観光商工課へお問い合わせください。 
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１．採択～補助事業終了後までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業者 

１．採択 

２．交付申請・交

付決定 

３．補助事業の 

実施期間 

４．補助事業の完

了 

５．補助事業終了

後の義務・手続き

等 

交付申請書の作成 

補助事業の実施 

 

支払証明書類の作

成・整理 

実績報告書の作

成・支払証明証拠

類の整理 

補助金の受取 

取得財産等の管理 

証拠書類の保存

（終了後５年間） 

会計検査対応 

採択通知 

交付決定通知(4/1) 

補助金額の確定通知 

補助金の交付 

交付申請 

計画変更等の手続き 

実績報告 

(令和9年3月10日までに

書類を提出) 

補助金の交付請求 

実績報告 

申請内容の精査 

変更の承認等 

内容の確認 

必要に応じ 

中間検査 

完了検査 

(実績報告書の検

査・現地調査等の

実施) 

内容の確認・指

導 

町 

＜開始日＞ 

令和8年4月1日 

 

＜終了日＞ 

令和9年3月10日 

実績報告書の作成 

遂行状況確認 
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２．補助対象期間 

令和８年４月１日から令和９年３月１０日まで 

上記の補助対象期間において事業を実施し、その間に発生した経費が補助対象経費となります。 

 

３．事業計画の変更 

補助事業の事業実施期間中に、以下のような事由が生じた場合には、観光商工課へ連絡をお願い

いたします。 

➢事業内容・対象経費・実施期間等に変更が生じるとき 

➢経費の配分変更が生じた場合（経費に２割以上の増減が発生する場合） 

➢会社・企業組合・協業組合・ＮＰＯ法人の設立をおこなうとき 

➢代表者や住所等が変更になるとき 

➢事業が実施期間内に終了しない見込みがあるとき 

➢やむをえず事業を中止するとき 

 

４．補助金の概算払いについて 

金融機関からの融資を受けて事業を実施する方は、概算払請求書と金融機関からの融資を確認で

きる書類（融資証明書等）を提出することで、交付決定額の３０％を概算払で受けることが出来ま

す。 

 

５．実績報告書の提出 

提出期限：令和９年３月１０日 

事業が終了次第、実績報告書の提出をお願いします。 

➢実績報告書（様式第７号） 

➢事業実績報告書（様式第８号） 

➢収支報告書（様式第９号） 

➢新規雇用者の住所が確認できる公的証明書の写し、雇用契約書、賃金台帳、出勤簿（月給）ま

たはタイムカード（時給・日給）、雇用保険資格取得等確認通知書、業務日報、給与の支払が確

認できる書類等の写し 

➢人件費以外の補助対象経費の支出に関る証拠書類の写し 

➢取得財産等管理台帳の写し（取得財産等のうち、取得価格または効用の増加価格が５０万円以

上のものがある場合） 

➢営業許可書の写し（許認可を必要とする業種の場合に限る） 

➢法人住民税に係る法人設立・設置届出書の写し（法人の場合）個人事業の開業届出書（個人事

業主の場合） 

➢雇用保険に係る事業所設置届の写し 

➢補助対象期間中の水道使用量が確認できる書類 

➢その他町長が必要と認める書類 

※「１０．証拠書類について」もご参照ください。 

 

６．補助金額の確定 

実績報告書を審査し、使用された経費が交付決定時の内容に適合するか否かを審査し、適合する

と認めたものについて交付すべき補助金額を確定します。 



‐5‐ 

確定した補助金額は交付額確定通知書により町から事業者に通知します。 

実績報告書を確認した結果、不適切と判断したものについては、補助の対象外となりますので、

ご注意ください。 

 

７．補助金の交付 

交付額確定通知書の金額に基づいて、町が補助金交付請求書（案）を作成し補助事業者へ送付し

ます。補助事業者はその内容を確認し請求書を提出してください。 

 

８．補助事業終了後の義務・手続き等 

本補助金の交付を受けた補助事業者には、補助事業の事業実施期間中のみではなく、事業終了後

においても、事業成果を報告する義務が生じます。 

 

（１）実績報告書 

申請初年度を含む３年間（これより長い期間の事業計画を策定した場合は、当該期間の終了まで）

の事業実施状況について、定められた様式により報告をお願いします。 

 

（２）財産の管理等 

補助事業において取得し又は効用の増加した財産（以下「取得財産」という。）については、補助

事業終了後においても善良な管理者の注意をもって適切に管理する義務を負います。加えて、取得

価格又は効用の増加価格が５０万以上のものについては、取得財産等管理台帳を備え管理しなけれ

ばなりません。 

 

（３）財産処分の制限 

取得財産等管理台帳で管理されているものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ町の承認を受けな

ければなりません。 

なお、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の

全部又は一部を町に納付していただく場合があります。 

 

９．補助対象経費について 

補助対象経費は以下①～③の条件をすべて満たす必要があります。 

①使用目的が補助事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

②事業計画期間内で交付決定日以降の契約・発注により発生する経費 

③証拠書類によって金額・支払等が確認できる経費 

 

（１）事業計画書に記載された経費である必要があります。当初予定していなかった経費の発生が見

込まれる場合は、必ず事前に役場観光商工課にご相談ください。補助対象経費の変更を行う場合は、

所定の手続きにより町の承認が必要です。なお、交付決定額の増額は、町の審査委員会での審査・

承認、また、国・県への手続きが必要です。そのため、希望通りに増額とならない場合もあります。 

 

（２）経費の支払いは、銀行振り込みが原則です。経理処理等の都合上、現金、クレジットカードに
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よる支払いの場合は支払いの事実が証明できる資料を必ず保管しておいてください。 

 

（３）金融機関に対する振込手数料及び為替差損等は補助対象外となります。（振込手数料を取引先が

負担した場合、その金額分の値引きがあったものとみなし、値引き後の額を補助対象とします。）。 

 

（４）経費の支払いについては、令和９年３月１０日までに完了する必要があります。 

 

１０．証拠書類について 

補助金には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されるため、見積、発注、納品、検収、請

求、支払といった流れで調達・精算を行い、流れに沿った証拠書類を整理する必要があります。証

拠書類が確認できない経費は補助対象外となります。 

 

（１）基本的な証拠書類 

以下の①～⑥までの書類が証拠として必要になります。 

①見積書、カタログ等           ②発注書（控）又は契約書 

③納品書                       ④請求書 

⑤支払確認が可能な資料         ⑥写真 

・必ずＡ４に片面コピーでの提出をお願いいたします。 

・補助事業の事業実施期間内の調達かどうかの確認を行いますので、上記の証拠書類

には、日付の記載が必要です。 

・口頭で締結した契約等でも書類は必要です。本事業用に作成をお願いします。 

 

①見積書、カタログ等 

・見積書は、必ず取ってください。 

・１件５０万円以上（消費税抜き）の支払いを要するものについては、２者以上の見積書が必要

です。やむを得ず２者以上の見積書を取ることができない場合は、選択理由書（任意様式）を

作成してください。 

 

②発注書（控）又は契約書 

・補助事業の事業実施期間内の発注であることを確認するため、発注日が確認できる書類が必要

ですので、本事業用に作成をお願いします。 

・インターネットやメール等により注文を行い、発注書を取っていない場合には発注書に代わる

もの（メールを印刷したもの等）をご用意ください。 

※該当する箇所にマーカー等で印をつけてください。 

 

③納品書 

・納品された物が発注した物と適合するか必ず確認してください。（検収記録） 

・検収記録を行った際は、検収日を記載し、検収担当者が押印してください。 

 

④請求書 

・購入先等から発行してもらってください。 
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⑤支払確認が可能な資料 

・取引先への支払は、補助事業者の名義でおこなってください。 

・支払確認が可能な資料は次のとおりです。 

 

（イ）銀行振込の場合 

・銀行振込受領書等 

銀行振込受領書、銀行利用明細書、インターネットバンキングによる振込を証明できるもの

を印刷したものなど、支払の事実（支払の相手方、支払日、支払額等）が明確にわかるもの。 

・通帳のコピー（表紙・口座名義が印字されているページ・支払該当ページ） 

 

（ロ）口座自動振替（口座引落し）の場合 

・通帳のコピー 

（通帳の表紙と口座名義が印字されているページおよび支払該当部分の写し） 

（口座からの引き落としが令和９年３月１０日までに完了している必要があります） 

 

（ハ）現金払いの場合 

・領収証 

（法人の場合は宛名が法人名のもの。金額の内訳が明記されているもの） 

（消費税が含まれているかどうか領収証に明記してください） 

（金額の内訳が明記されていない場合、レシート等の内訳が分かるものを添付してください） 

 

（ニ）クレジット払いの場合 

・カード会社発行の「カードご利用代金明細書」（WEB明細を印刷したもので可） 

・クレジットカード決済口座の通帳の該当部分の写し 

（口座からの引き落としが令和９年３月１０日までに完了している必要があります） 

・領収証 

（消費税が含まれているかどうか領収証に明記してください） 

（領収証にクレジット払いであることが明記されていない場合、クレジットカード利用時に発

行される「お客様売上票（お買上票）のお客様控え」添付してください） 

（金額の内訳が明記されていない場合、レシート等の内訳が分かるものを添付してください） 

（法人の場合は法人名義のクレジットカードをご利用ください。） 

 

⑥写真 

・店舗等借入費を計上する場合、事務所や店舗の概要が分かるもの。 

・設備費で物を購入する場合やリースする場合、その物の写真（設置前、搬入・検収、設置後、

使用中など） 

・改修費を計上する場合は施工内容が分かるもの（改修前、改修中、改修後） 
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（２）経費費目ごとに必要な証拠書類 

対象経費 経費内容 

設備費 ➢ 見積書・カタログ等 

➢ 選定理由書（１件５０万円以上（消費税抜）の支払であって特定の１者

を選定する場合） 

➢ 発注書（控）又は契約書 

➢ 納品書（発注内容と適合することを担当者が確認し、押印したもの） 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 写真（設置前・搬入・設置後など） 

➢ 設備を設置した場所が分かる図面 

➢ 取得財産等管理台帳（１件５０万円以上） 

 

改修費 ➢ 見積書 

➢ 選定理由書（１件５０万円以上（消費税抜）の支払であって特定の１者

を選定する場合） 

➢ 発注書（控）又は工事契約書 

➢ 納品書又は工事完了報告書 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 写真（改修前、改修中、改修後など） 

➢ 改修した箇所が分かる図面 

➢ 取得財産等管理台帳（１件５０万円以上） 

➢ 担保権設定承認申請書（抵当権等が設定されている建物を改修する場合） 

※本事業による改修対象の建物に対し、事業開始後に新たに抵当権等を設定

することは原則として認められません。 
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広告宣伝費 ➢ 見積書・カタログ等 

➢ 選定理由書（１件５０万円以上（消費税抜）の支払であって特定の１者

を選定する場合） 

➢ 発注書（控）又は契約書 

➢ 納品書（発注内容と適合することを担当者が確認し、押印したもの） 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 成果物（パンフレット、広告紙面等） 

➢ 配布先一覧、成果物の写真等 

研究開発費 

 旅費 ➢ 旅費規程（内規等がある場合） 

➢ 旅費計算書（行程及び旅費総額が確認できるもの） 

➢ 出張復命書 

➢ 領収書（船賃、航空賃、鉄道賃等） 

※移動に要する経費については、公共交通機関を用いた最も経済的及び合理

的な経路により算出された実費となります。タクシー代、ガソリン代、高

速道路通行料金、レンタカー代等といった公共交通機関以外の旅費は合理

的な理由がない限り補助対象となりません。また、グリーン車、ビジネス

クラス等の特別に付加された料金は補助対象となりません。 

※日当、食卓料は補助対象となりません。 

謝金 ➢ 専門家の契約書等（業務を依頼したことが分かるもの）、依頼状、承諾書、

委嘱状等 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 成果物（従事日、時間、助言等の内容が確認できるもの） 

 

店舗等借入費 ➢ 契約書 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 写真（借入物件の外観、建物内部、および事業を実施している様子が分

かるもの） 

※店舗・事務所の賃貸契約に係る敷金・礼金・保証金等の一時金は補助対象

外です。 
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人件費 ➢ 新規雇用者の住所が確認できる公的証明書の写し 

➢ 雇用契約書（新たに雇用する従業員に係るもの） 

➢ 雇用保険資格取得等確認通知書 

➢ 出勤簿（月給）またはタイムカード（日給・時給） 

➢ 業務日報 

➢ 賃金台帳 

➢ 給与の支払が確認できる証憑（振込依頼書の控え等） 

➢ 法定福利費の支払額（事業者負担分）が確認できる書類 

※給与・賃金は１人あたり常勤雇用の場合は月額３５万円、非常勤雇用の場

合は月額２０万円、パート・アルバイトは日額８千円／人を補助対象経費

の上限額とします。 

※事業拡大の場合は事業拡大のために新たに雇用した従業員に係る給与等が

補助対象となります。事業拡大（設備の導入）の時期と雇用の時期は、あ

る程度同じ時期になると考えられます。 

※補助金による助成終了後も、雇用が継続しているかどうか確認するため、

賃金台帳の確認、雇用保険加入状況の確認等を行います。 

 

島外からの事業

所移転費 

➢ 見積書 

➢ 選定理由書（１件５０万円以上（消費税抜）の支払であって特定の１者

を選定する場合） 

➢ 発注書（控）又は契約書 

➢ 納品書（発注内容と適合することを担当者が確認し、押印したもの） 

➢ 請求書 

➢ 支払確認が可能な資料（銀行振込受領書、領収書等） 

➢ 写真 

 

従業員の教育訓

練経費 

➢ 資格取得・研修の内容及び受験・受講の日程、経費が分かる資料 

➢ 実施理由書（補助事業に直接必要であることについて） 

➢ 受験・受講者名簿 

➢ 受験結果、受講報告書（写真含む） 

※離島では取得できないものが対象となります。 

※旅費については、９ページをご確認ください。 

 

※補助事業に係る全ての証拠書類を、費目別・物件別に整理し保管してください。保管期間は、補助

事業の完了した日の属する町の会計年度の終了の日から５年間です。 
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取得財産等管理台帳（    年度） 

 

（注） １ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が１件当たり５０万円以上のものとする 

    ２ 財産名の区分には、（ア）事務用品備品、（イ）事業用備品、（ウ）書類、資料、（エ）無体財産権（工業所有権等）、（オ）その他の物件（不動産及

びその従物）とする。 

    ３ 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。なお、単価が異なる場合は、分割して記載すること。 

    ４ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 

 

財産名 

規格 数量 
単価 

（円） 

金額 

（円） 

取得 

年月日 

耐用 

年数 
保管場所 

適用 

補助金名 
備考 

区分 名称 
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（様式１） 

 

申請日 令和  年  月  日 

 

 

担保権設定承認申請書 

 

 

１．事業実施者名 

 

 

 

２．住所 

 

 

 

３．代表者名 

 

 

 

４．担保権に係る情報 

（既に設定している担保権につき、債務の残高が多いものから順に記載ください。 

３つ以上ある場合、別の紙に以下の項目を記載の上、提出してください。） 

 

○担保権１ 

担保権設定日  

担保の種類（抵当権・根抵当権）  

担保権者  

被担保権者  

債務額（元金の額）  

 

 

○担保権２ 

担保権設定日  

担保の種類（抵当権・根抵当権）  

担保権者  

被担保権者  

債務額（元金の額）  
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様式第７号（第 11条関係） 

 

令和  年  月  日 

 

新上五島町長 様 

 

住  所 新上五島町    郷 

事業所名 

代表者名 

電話番号 

 

 

新上五島町雇用機会拡充事業補助金実績報告書 

 

 

令和  年  月  日付け新上五島町指令    第  号で交付の決定の通知があった新

上五島町雇用機会拡充事業補助金について、同交付要綱第 11 条第１項の規定により別添の書類を

添えて次のとおり報告します。 

 

区 分 

□１．創  業 

□２．事業拡大（設備投資を伴うもの） 

□３．事業拡大（その他） 

□４．地域外創業 

事 業 名  

業   種  

事業開始日 令和   年   月   日 

補 助 金 

交付決定額 
                         円 
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様式第８号 

雇用機会拡充事業実績報告書 
申請者 

ふ り が な 

氏 名 
（代表者氏名） 

 性別 
□ 男 

□ 女 

生年月日 

（年齢） 

□大正、□昭和、□平成 

  年  月  日（  歳） 

会社名  区分 
□1. 法人 

□2. 個人 

営業時間     時   分～   時   分 休業日  

連絡先住所等 

〒   － T E L  

F A X  

E-mail  
 

事業実績 
実施時期 具体的な実施内容 

１年目  

２年目  

３年目  

４年目  

５年目  

達成状況 

 １年目 
（  年） 

（ 年 月～ 年 月期） 

２年目 
（  年） 

（ 年 月～ 年 月期） 

３年目 
（  年） 

（ 年 月～ 年 月期） 

４年目 
（  年） 

（ 年 月～ 年 月期） 

５年目 
（  年）

（ 年 月～ 年 月期） 

売上高 
千円 千円 千円 千円 千円 

営業利益①      

経常利益      

人件費②      

減価償却費③      

付加価値額 
（①＋②＋③） 

     

設備投資額      

従業員数 
         

人 
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ   人) 

         
人 

(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 人 ) 

         
人 

(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 人 ) 

         
人 

(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ   人)  

         
人 

(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ   人)  

雇
用
創
出 

人
数 

常用雇用

者数 
人 人 人 人 人 

上記 

以外 
人 人 人 人 人 

 

事業名  
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新規雇用者情報 

１ 

事業実施年度 住所（生活の本拠地） 通勤方法等（該当するものに〇） 

令和  年度      町    郷   番地 

１．島内から通勤 

２．島外から通勤 

３．島内でテレワーク 

４．その他（        ） 

従業員の氏名 住居の区分（該当するものに〇） 

 

１．一戸建て  ２．アパート 

３．ホテル   ４．旅館 

５．その他（          ） 
雇用した日 （既に退職していれば）退職した日 

令和   ．   ．  

    

２ 

事業実施年度 住所（生活の本拠地） 通勤方法等（該当するものに〇） 

令和  年度      町    郷   番地 

１．島内から通勤 

２．島外から通勤 

３．島内でテレワーク 

４．その他（        ） 

従業員の氏名 住居の区分（該当するものに〇） 

 

１．一戸建て  ２．アパート 

３．ホテル   ４．旅館 

５．その他（          ） 
雇用した日 （既に退職していれば）退職した日 

令和   ．   ．  

    

３ 

事業実施年度 住所（生活の本拠地） 通勤方法等（該当するものに〇） 

令和  年度      町    郷   番地 

１．島内から通勤 

２．島外から通勤 

３．島内でテレワーク 

４．その他（        ） 

従業員の氏名 住居の区分（該当するものに〇） 

 

１．一戸建て  ２．アパート 

３．ホテル   ４．旅館 

５．その他（          ） 
雇用した日 （既に退職していれば）退職した日 

令和   ．   ．  

    

４ 

事業実施年度 住所（生活の本拠地） 通勤方法等（該当するものに〇） 

令和  年度      町    郷   番地 

１．島内から通勤 

２．島外から通勤 

３．島内でテレワーク 

４．その他（        ） 

従業員の氏名 住居の区分（該当するものに〇） 

 

１．一戸建て  ２．アパート 

３．ホテル   ４．旅館 

５．その他（          ） 
雇用した日 （既に退職していれば）退職した日 

令和   ．   ．  

    

５ 

事業実施年度 住所（生活の本拠地） 通勤方法等（該当するものに〇） 

令和  年度      町    郷   番地 

１．島内から通勤 

２．島外から通勤 

３．島内でテレワーク 

４．その他（        ） 

従業員の氏名 住居の区分（該当するものに〇） 

 

１．一戸建て  ２．アパート 

３．ホテル   ４．旅館 

５．その他（          ） 
雇用した日 （既に退職していれば）退職した日 

令和   ．   ．  

※欄が不足する場合は適宜追加してください。 
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様式第９号（第11条関係） 

雇用機会拡充事業 収支報告書 

 

１．収入の部                                （単位：円） 

項目 実績額 申請額 増減額 備考 

自己資金     

借入金     

本事業の利益     

町補助金     

その他     

収入計     

 

２．支出の部                                （単位：円） 

項目 実績額 申請額 増減額 備考 

補
助
対
象
経
費 

設備費     

改修費     

広告宣伝費     

店舗等借入費     

人件費     

研究開発費     

島外からの事業所移転促進費     

従業員の教育訓練経費     

補助対象経費の計･･･（Ａ）     

補
助
対
象
外
経
費 

     

     

     

     

     

補助対象外経費の計･･･（Ｂ）     

（Ａ）と（Ｂ）の合計     

備考 金額は消費税課税事業者は消費税抜きの額を、消費税免税事業者は消費税込みの額を記載すること。 
 

３．町補助金額                              （単位：円） 

上記実績額欄の補助対象経費の
計･･･（Ａ）の額 

左記（Ａ）の額と補助対象経費
の上限額を比較して少ない方の
額･･･（Ｃ） 

（Ｃ）×３／４･･･（Ｄ） 
※1,000円未満の端数は、切り捨て 

   

既交付決定額･･･（Ｅ） 
（Ｄ）と（Ｅ）を比較して少な
い方の額（補助金交付額） 

 

   

備考 補助対象事業費の上限額（創業の場合は 600万円、事業拡大の場合は 1,600万円、設備投資
を伴わない事業拡大は 1,200万円） 


